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研究要旨 

本研究の目的は、保健師活動アルゴリズムを構成する判断プロセスと判断に用いる項目

を明確化することである。 

文献検討と実践的立場の有識者で構成された班会議によってアルゴリズムの定義と構造

イメージの作成、および判断項目案の抽出をした。その後、機縁法により選定した 5自

治体の統括保健師を対象にヒアリング調査を実施し、判断項目案の修正・加除すべき点

に関する意見を聴取し、それを反映した判断項目案を作成した。最後に、作成された判

断項目案について、ヒアリング調査対象以外の全自治体の統括保健師および中堅期保健

師を対象に、Web調査システムを用いた調査を実施した。調査内容は、判断項目案の妥

当性および各保健師が担当する必要度の高い事例と低い事例の各１事例について事例の

概要、判断項目の該当の有無と、必要度スコア（10点満点）についてであった。 

その結果、中堅期保健師の個別支援に関する有効回答数は 275件であった。事例は、精

神保健と母子保健が多かった。主観的必要度の平均は、必要度が高い事例で 8.1点、低

い事例で 3.7点であった。事例の概要を記述したデータのテキストマイニングを行った

結果、状態が安定し自ら相談できる事例は必要度が低く、未受診や治療中断など支援を

拒否する事例は必要度が高かった。重要でないとされた判断項目は、「本人_外国籍」で

あり、「本人_在宅での医療行為・医療的ケア」は重要でない項目と分からない項目の双

方にあがっていた。 

アルゴリズムを実装していくためには、評価項目の精選と簡略化が必要である。このた

め全国調査の結果をさらに詳細分析し、必要度の判定に有効な項目の精選を目指す。 
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Ａ.研究目的 
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 保健師活動は、厚生労働省が実施する保健師活

動領域調査（以下、活動領域調査。）により定量

化されている 1)。この結果は、領域別の保健活動

実態の評価や国の施策分析等に活用されている。

しかし、同調査は、対象に選定された自治体の特

定の月の活動を計上するものであり、自治体では

災害等の健康危機発生時 2)を除いて、平常から活

動を日報などに計上する仕組みを持っていないこ

とが多い。また活動領域調査は、訪問・地区組織

活動等の各活動項目を一律に入力するため、事例

の重症度や活動の緊急性などによる重みづけがな

い。また、半日単位で計上するものであり、個々

保健師の活動実態評価へ流用するには十分でな

い。 

一方、自治体保健師の分散配置が進む中で、組織

横断的な保健活動や人材育成を推進するための統

括的な役割を担う保健師（以下、統括保健師とす

る。）の重要性が高まっている 3)。また、令和 5

年の「地域保健対策の推進に関する基本的な指

針」の改正で、感染症まん延時を含めた健康危機

に対応すべく、保健所への統括保健師配置を定め

た 4)。つまり、本庁と保健所の統括保健師は緊密

に連携し、人材育成を推進することが喫緊の課題

である。統括保健師が各保健師の活動実態を評価

し、その人材育成を推進していくためには、日々

の保健師活動実態を集積・可視化できる仕組みが

必要である。また、ICTを活用することで簡便か

つ実装可能性が高まると考え、保健師活動アルゴ

リズムの開発に着手することとした。開発するア

ルゴリズムは、保健師活動のコアである個別支

援、地区活動、事業化を、住民ニーズに基づき相

互に連関させて展開できるものにする必要があ

る。これによって、統括保健師による効果的な人

材育成のみならず、各保健師の活動の自己省察や

部署ごとの活動評価への活用が期待され、保健師

活動の質向上にもつながる可能性が高い。 

そこで本研究では、保健師活動アルゴリズムを構

成する判断プロセスと判断に用いる項目を明確化

することを目的とする。 

 

Ｂ.研究方法 

1）アルゴリズムの判断項目案の作成 

(1)文献検討 

国内外の保健師活動に関する書籍や過去の厚生労

働科学研究事業報告書を基に、保健師活動の必要

度判断項目や個別支援、地区活動、ニーズに基づ

く事業化への展開の方向性を判断する項目を抽出

した。 

 

(2️)アルゴリズムの項目案の作成 

まず、本研究で開発するアルゴリズムの定義と構

造のイメージをアルゴリズム班の研究者メンバー

で作成し、全体班会議において合意形成を図っ

た。その上で、保健師活動の必要度を判断するた

めの評価項目案を作成するため、アルゴリズム班

会議の研究者メンバーが 2〜3名ずつに分かれて

分担し、保健師活動の必要度が高い事例を想起し

ながら経験的知見を踏まえ、項目案を設定した。

なお、ここでいう必要度とは、単に保健師への要

望の大きさではなく、住民の潜在・顕在するニー

ズに対し自治体の保健師が担うべき程度を意味し

ている。作成した項目案はアルゴリズム班会議で

相互に確認し、修正を繰り返した。その上で、全

体班会議において実践的立場の研究協力者の意見

を収集し、加除・修正をして項目案を完成させ

た。 

 

(3)統括保健師へのヒアリング調査 

機縁法により選定した 5自治体に対し、アルゴリ

ズム項目案に対するヒアリング調査を実施した。

調査は、各自治体の統括保健師に対し、1〜2名

の研究者がオンライン会議システムを用いて１時

間程度実施した。調査期間は、令和 4年 9月〜

10月であった。調査では、事前に送付した項目

案について、表現の適切性や、追加・削除すべき

項目について意見を収集した。聴取した意見を受

けて、全体班会議で再検討をし、項目の修正・加

除を行なった。 

 

2）全国調査による項目の妥当性の検証 

計 1776地方自治体（ヒアリング調査に協力した自治

体、保健師が配置されていない自治体を除く。都道府

県、特別区、広域連合を含む）に対し、郵送で調査協

力依頼をし、Web調査システムを用いた調査を実施し

た。調査期間は、令和 4年 12月〜令和 5年 1月であ

った。調査対象者は、統括保健師および個別支援を担

当している中堅期保健師とした。 

統括保健師には、各評価項目の妥当性を調査し

た。中堅期保健師には、実際に担当している個別

事例、地区活動、事業のうち、必要度が高いもの
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と低いものを 1つずつ選定し、その概要（記述）

と主観的な必要度のスコア（10点満点。スコア

が高い方が、必要度が高い）、および必要度の各

判断項目について該当の有無や判断項目の妥当性

を問うた。 

 

3）倫理面への配慮 

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・医学部

倫理委員会非介入等研究倫理委員会の承認を得て

実施した（審査番号 2022114NI承認日 2022年 7

月 31日、審査番号 2022114NI-(1)承認日 2022

年 11月 1日、審査番号 2022114NI-(2)承認日

2022年 11月 10日）。 

 

Ｃ.研究結果 

1）保健師活動アルゴリズムの判断項目案の作成 

(1)文献検討 

 文献検討により、保健師活動の必要度の判断要

素には、改善・予防の可能性の有無が含まれてい

た。また、個別性や重症度の高い健康課題は個別

支援、共通性のある一次予防的な健康課題は地区

活動のように、重症度や予防の次元によって必要

度を判断できる可能性が示唆された。政策の方向

性との合致度も、活動の必要度の重要な判断要素

であった。一方で、保健師活動の必要度や、個別

支援と地区活動や事業とのつながりの判断項目

は、文献検討のみからは抽出し切れなかった。 

 

(2️)アルゴリズムの項目案の作成 

 本研究における保健師活動アルゴリズムの操作

的定義は、保健師活動実態を示す情報を基に、活

動の必要度と見直し、個別支援・地区活動・ニー

ズに基づく事業化への活動展開の方向性を判断す

る過程を示したもの、とした。 

アルゴリズムの構造案を、図１に示す。アルゴリ

ズムは個別支援、地区活動、事業に大別され、各

保健師が日々の活動についてそれぞれのアルゴリ

ズムの判断項目に従って入力することで、活動の

必要度が判定される。加えて、他の活動へと展開

すべき場合（個別支援であれば地区活動や事業化

すべき場合）には、その方向性を示す。それらの

データをクラウド上に集積することで、保健師ご

とや部署ごと、地区ごと、管轄全体の保健師活動

の評価ができる構造にした。 

 個別支援の必要度を評価するための項目は、母

子、精神、高齢者等の対象領域別の項目と、対象

共通項目を設定した。地区活動と事業について

は、それぞれ対象共通項目のみを設定した。項目

設定においては、入力者による判断のばらつきが

少なくなるように、可能な限り具体的事実で評価

できる項目設定を意識したため、項目数が多くな

った。 

 

(3)統括保健師へのヒアリング調査 

 対象となった 5自治体の内訳は、都道府県・指

定都市・特別区＝各 1か所、中核市・保健所設置

市＝2か所であった。統括保健師の意見は、個別

支援の評価項目に関することが大半で、追加項目

には「他職種・多職種連携が必要」などの意見が

得られた。表現については、「生活リズムの乱

れ」のように入力者によって評価がばらつく可能

性がある項目や、「安寧」のように統一概念が未

確立な用語の指摘があった。最終的な項目案は、

個別支援 75項目〜93項目（対象領域による）、

地区活動 62項目、事業 56項目であった。 

 

2）全国調査による項目の妥当性の検証 

統括保健師の回答自治体は 177件（10.0％）、回

答件数は 184件であった。中堅保健師の回答自

治体は 196件（11.0％）、回答件数は 275件で

あった。 

ここからは、初期分析に用いた中堅期保健師の個

別支援に関する回答に絞って結果を示す。 

回答者の内、個別支援に関する有効回答数は 275

（4.8%）であった。その内訳は女性が 248人

（90.2%）、年齢は 30歳代が 133人（48.4%）、

40歳代が 97人（35.3%）と大半を占めた。職位

は、主任主事等が 178人（64.7%）と最も多かっ

た。 

個別支援に関する回答状況を表１に示す。各対象領

域について、必要度が高い事例と低い事例の両方の

回答を得た結果、領域は精神保健が 50件

（18.2%）と最も多く、次いで母子保健 44件

（16.0%）であった。事例に対する主観的な必要度

を 10点満点で問うた結果、必要度が低い事例の平

均点は 3.7(SD=1.7)点で、高い事例は 8.1(SD=1.6)

点であった。 

精神保健と母子保健の事例概要の記述データを、テ

キストマイニングソフト KH coder 35)を用いて分析
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した（図 2、図 3）。その結果、精神保健で必要度

が低いのは、病状が安定、自ら相談できる事例であ

り、逆に必要度が高いのは、警察の保護、病識に乏

しい、治療中断事例であった。母子保健で必要度が

低いのは、不安が強い、自ら相談できる事例であ

り、必要度が高いのは、経済困窮、妊婦健診未受

診、母親や子に障害がある事例であった。 

 評価項目としての重要度を問うた結果、重要で

ないと 1名以上が回答した項目は、34個あった

（表 2）。最も多い 6名が重要でないと回答した

項目は、「本人_外国籍」であり、次に多かった

のが「本人_在宅での医療行為・医療的ケア」5

名であった。また、わからないと 1名以上が回答

した 56項目を、表 3に示す。回答者が 4名と最

も多かったのは、「本人_在宅での医療行為・医

療的ケア」、「本人_対人関係に問題あり」、

「家族_支援・受診・治療の拒否」であった。 

  

Ｄ.考察 

本研究によって、個別支援・地区活動・事業の保

健師活動としての必要度と相互発展の方向性を判

断する項目を具体的に整理することができた。こ

れまで暗黙知とされていた 6)これらの判断項目が

言語化されたことで、保健師活動の実態可視化と

人材育成への活用が期待できる。 

また、個別支援については、全国調査において各

項目を重要でない、わからないとする者がわずか

であったことから、項目の妥当性が確認できた。

一方、評価項目数が多く、有効回答率が 4.8%と

低かったことから、日常的に全ての項目を評価す

ることは、現実的でないといえる。実装可能なア

ルゴリズムを開発するためには、評価項目の精選

と簡略化が必要である。このため、今後は全国調

査の結果をさらに詳細分析し、必要度の判定に有

効な項目を精選することが求められる。 

本研究の限界は、調査項目数が多かったため新型

コロナウィルス感染症対応等で多忙を極めていた

保健師には回答が困難であり、結果的に回答数が

少なくなったことである。そのため個別支援の必

要度評価項目を対象領域毎に分析することや、地

区活動・事業の必要度評価項目を数量的に解析す

ることができなかった。今後、評価項目を精選

し、アルゴリズムの実装性を高めることで、次年

度のアルゴリズム試行に保健師の協力が得られや

すくする計画である。また、調査時期を延長した

ことで、得られたデータの分析が不完全なことも

課題として残る。次年度早期に分析をし、研究の

進捗に支障のないよう対応する。さらに、保健師

が支援している個別事例や地区、およびその活動

は多種多様であり、個々の保健師の判断は非常に

複雑である。このため、その全てを今回開発中の

アルゴリズムに網羅することは難しいという限界

がある。 

 

Ｅ.結論 

本研究により、特に個別支援の必要度を判定する

アルゴリズムの判断項目を作成し、その妥当性が

確認できた。次年度以降、実装可能なアルゴリズ

ムの開発に向け、判断項目の精選が課題である。 

 

F．健康危険情報 

なし。 

 

G.研究発表 

1.論文発表 

なし。 

 

2.学会発表 

なし。 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1.特許取得 

なし。 

2実用新案登録 

なし。 
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なし 
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図１ 保健師活動アルゴリズムの構造 

個別支援・地区活動・事業の

各アルゴリズムへ 
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KH coder 3 による作図 

 

KH coder 3 による作図 

 

図２ 精神保健事例概要の必要度別テキストマイニング結果 

 

図３ 母子保健事例概要の必要度別テキストマイニング結果 
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表１．個別支援事例に関する回答概要 
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表２．評価項目として重要でないと回答された項目 
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表３．わからないと回答された項目 




